
自由民主党愛知県支部連合会会長 様 

自由民主党愛知県連所属国会議員 様 

 

 

 
 

 

 

 

令和８年度 

都市税財源の充実確保について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

愛 知 県 市 長 会 

  



 

 

○ 地方一般財源総額の増額確保 

社会保障関係費や人件費の増大、物価高や金利上昇への対応など、避け難い

歳出の増加が見込まれる中、都市自治体が地方創生やデジタル化の推進、人口

減少対策や防災・減災対策の強化等の重要課題や発注における適切な価格転嫁

に取り組みつつ、行政サービスを安定的に提供できるよう、単独事業を含め、

これらに必要な経費を地方財政計画の歳出に確実に計上し、一般財源総額を増

額確保すること。  

また、地方交付税については、その総額を確保・充実するとともに、地方の 

財源不足については、地方交付税の法定率の引上げを含めた抜本的な改革を行

うこと。 

 

 

 

○ 令和７年人事院勧告等に準じた給与改定等の実施に係る一般財源の確保 

令和７年人事院勧告等に準じた給与改定等を着実に実施できるよう、会計年

度任用職員分を含め、必要な一般財源を確保すること。 

 

 

 

○ 個人所得課税の見直しに当たっての対応 

所得税・個人住民税の基礎控除をはじめとする各種控除等の見直しについて

は、都市自治体の担う行政サービスに支障を来すことがないよう、地方交付税

原資の減少分も含め、国の責任において代替となる恒久財源を適切に確保する

こと。 

 

 

 

 

 

 



 

 

○ 物価高騰対策等に係る地方財源の確保 

現下の物価高騰等に対応するため、都市自治体において、地域の実情に応じ

た幅広い対策を継続的かつ機動的に講じることができるよう、今後の経済状況

や米国の関税措置による地域経済への影響等を踏まえつつ、十分な地方財源を

確保すること。 

特に、「重点支援地方交付金」など地方に対する交付金については、賃金や

調達価格の上昇分を適切に反映するなど必要な総額を確保し、都市自治体が自

らの判断と責任において、地域の実情に応じた施策を実施できるよう、地方の

裁量を尊重すること。 

 

 

 

○ 固定資産税の安定的確保 

固定資産税（土地、家屋及び償却資産）は、市町村が提供する行政サービス

と資産の保有に着目して応益原則に基づき課税する基幹税であるため、引き続

きその安定的確保を図ることとし、制度の根幹を揺るがす見直しは断じて行う

べきではない。 
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